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財
政
の
健
全
化
を
基
本
に

―
　
一
般
会
計
予
算
編
成
に
あ
た
っ
て
の
留
意
点
　
―

　
依
然
と
し
て
厳
し
い
地
方
財
政
対
策

の
内
容
や
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
を
踏
ま
え

て
、
不
測
の
財
政
需
要
や
道
路
特
定
財

源
の
暫
定
税
率
変
更
な
ど
地
方
譲
与
税

等
の
変
動
に
も
対
応
で
き
る
よ
う
、
地
方
交
付
税
交

付
金
な
ど
で
一
定
の
留
保
を
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

町
税
を
は
じ
め
と
す
る
そ
の
他
の
一
般
財
源
に
つ
い

て
は
、
制
度
改
正
や
19
年
度
の
状
況
な
ど
を
踏
ま
え

て
計
上
す
る
と
と
も
に
、
一
部
施
設
の
利
用
料
な
ど

の
見
直
し
や
未
利
用
公
有
財
産
の
処
分
な
ど
、
新
た

な
歳
入
確
保
に
も
努
め
て
い
ま
す
。

　
町
債
に
つ
い
て
は
、
実
質
公
債
費
比
率（
19
年
度

19
・
５
％
）を
踏
ま
え
、
起
債
残
高
を
増
加
さ
せ
な
い

前
提
で
後
年
度
の
負
担
に
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
適

債
性
の
あ
る
事
業
は
で
き
る
限
り
活
用
す
る
こ
と
で

計
上
し
ま
し
た
。

　
繰
入
金
に
つ
い
て
は
、
21
年
度
以
降
も
見
据
え
て

基
金
残
高
に
留
意
し
て
い
ま
す
が
、
歳
入
の
不
足
な

ど
に
対
応
す
る
た
め
財
政
調
整
基
金
な
ど
を
取
り
崩

し
て
い
ま
す
。

平成20年度予算の概要　（　）内は前年度比

一般会計 103億5,933万円（5.5％減）
　特別会計
　　国民健康保険　　　22億8,310万円（6.5％減）
　　老人保健 2億3,145万5千円（91.1％減）
　　簡易水道事業 6億4,716万2千円（32.5％増）
　　下水道事業 2億822万6千円（5.4％増）
　　農業集落排水事業 3億2,176万3千円（51.8％増）
　　後期高齢者医療 2億608万9千円（新設）

歳　入

平成20年度の町政経営の基本方針
●まちづくりアンケート（平成19年度実施）の結果を踏まえた
 　事務事業の推進
●職員数の減少を踏まえた効率的な事務事業の推進
●信頼される役場として、あるべき職員像の模索と実践
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経
常
収
支
比
率（
18
年
度
決
算
93
・
３

％
）が
高
止
ま
り
に
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え

て
、
施
設
の
管
理
体
制
の
見
直
し
な
ど

に
よ
る
経
費
の
節
減
な
ど
工
夫
を
こ
ら

し
て
総
額
抑
制
に
努
め
、
政
策
経
費
の
確
保
に
留
意

し
て
い
ま
す
。

　
政
策
経
費
に
つ
い
て
は
、
国
や
県
の
政
策
展
開
方

向
を
的
確
に
捉
え
、
総
合
計
画
に
基
づ
く
施
策
選
択

や
ま
ち
づ
く
り
ア
ン
ケ
ー
ト
の
結
果
に
配
慮
し
た
事

業
展
開
に
留
意
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
サ
ー
ビ
ス
水

準
の
維
持
を
基
本
と
し
な
が
ら
も
、
職
員
数
や
一
般

財
源
の
減
少
を
踏
ま
え
て
、
集
中
と
選
択
に
よ
る
事

業
の
廃
止
や
集
約
実
施
な
ど
、
よ
り
効
率
的
に
事
業

を
展
開
で
き
る
よ
う
考
慮
し
て
い
ま
す
。
特
に
投
資

的
事
業
に
つ
い
て
は
、
合
併
前
か
ら
の
積
み
残
し
箇

所
に
つ
い
て
も
配
慮
し
た
ほ
か
、
新
規
事
業
に
つ
い

て
は
緊
急
性
や
期
待
さ
れ
る
事
業
効
果
な
ど
で
絞
り

込
む
と
と
も
に
、
各
地
域
の
整
備
水
準
を
踏
ま
え
な

が
ら
投
資
の
地
域
バ
ラ
ン
ス
に
も
配
慮
し
ま
し
た
。

歳　出

歳 出 

町債 
12億2,750万円 
（11.9%） 

 

地方交付税地方交付税  
46億9,000万円万円 
（45.3%） 

 
 

地方交付税  
46億9,000万円 
（45.3%） 

 
 

国庫支出金国庫支出金 
6億2,422万3千円 
（6.0%） 

 ●地方譲与税地方譲与税 2億7,310万円（2.6%） 
●利子割交付金利子割交付金 480万円（0.1%） 
●配当割交付金配当割交付金 1千円千円（0.0%） 
●株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金 1千円千円（0.0%） 
●地方消費税交付金地方消費税交付金 1億9,000万円（1.8%） 
●自動車取得税交付金自動車取得税交付金  8,100万円（0.8%） 
●地方特例交付金地方特例交付金 1,100万円（0.1%） 
●交通安全対策特別交付金交通安全対策特別交付金  400万円（0.0%） 
 

●地方譲与税地方譲与税 2億7,310万円（2.6%） 
●利子割交付金利子割交付金 480万円（0.1%） 
●配当割交付金配当割交付金 1千円千円（0.0%） 
●株式等譲渡所得割交付金株式等譲渡所得割交付金 1千円千円（0.0%） 
●地方消費税交付金地方消費税交付金 1億9,000万円（1.8%） 
●自動車取得税交付金自動車取得税交付金  8,100万円（0.8%） 
●地方特例交付金地方特例交付金 1,100万円（0.1%） 
●交通安全対策特別交付金交通安全対策特別交付金  400万円（0.0%） 
 

●地方譲与税 2億7,310万円（2.6%） 
●利子割交付金 480万円（0.1%） 
●配当割交付金 1千円（0.0%） 
●株式等譲渡所得割交付金 1千円（0.0%） 
●地方消費税交付金 1億9,000万円（1.8%） 
●自動車取得税交付金  8,100万円（0.8%） 
●地方特例交付金 1,100万円（0.1%） 
●交通安全対策特別交付金  400万円（0.0%） 
 

県支出金県支出金 
6億3,431万3千円 
（6.1%） 

 

議会費議会費 
 1億3,399万1千円 
（1.3%） 

総務費総務費 
10億8,436万8千円 
（10.5%） 

民生費 
23億3,617万6千円 
（22.6%） 

労働費労働費 
 211万4千円 
（0.0%） 

農林水産業費農林水産業費 
5億7,027万7千円 
（5.5%） 

商工費商工費 
4億5,768万9千円 
（4.4%） 

土木費土木費 
12億2,580万円 
（11.8%） 

消防費消防費 
4億5,586万3千円 
（4.4%） 

教育費 
13億6,762万2千円 
（13.2%） 

災害復旧費災害復旧費 
99万8千円 
（0.0%） 

公債費 
18億6,812万3千円 
（18.0%） 

諸支出金諸支出金 
2億3千円 
（1.9%） 

予備費予備費 
1,000万円万円 
（0.1%） 

国庫支出金 
6億2,422万3千円 
（6.0%） 

 

県支出金 
6億3,431万3千円 
（6.1%） 

 

議会費 
 1億3,399万1千円 
（1.3%） 

総務費 
10億8,436万8千円 
（10.5%） 

労働費 
 211万4千円 
（0.0%） 

農林水産業費 
5億7,027万7千円 
（5.5%） 

商工費 
4億5,768万9千円 
（4.4%） 

土木費 
12億2,580万円 
（11.8%） 

消防費 
4億5,586万3千円 
（4.4%） 

災害復旧費 
99万8千円 
（0.0%） 

諸支出金 
2億3千円 
（1.9%） 

予備費 
1,000万円 
（0.1%） 

自 

依 

存 

財 
源 

主 
財 
源 

町税町税 
14億6,355万2千円千円 
（14.1%） 

 
 

町税 
14億6,355万2千円 
（14.1%） 

 
 歳 入 

 

●分担金及分担金及び負担金担金 6,674万2千円（0.6%） 
●使用料及使用料及び手数料手数料 1億6,049万7千円（1.6%） 
●財産収入財産収入 1,239万7千円（0.1%） 
●寄付金寄付金 20万1千円（0.0%） 
●諸収入諸収入  3億4,019万7千円千円（3.3%） 
 
　　　　　　繰入金　　　　　　繰入金  4億7,580万6千円千円（4.6%） 
 
　　　　　　　　　繰越金　　　　　　　　　繰越金 1億円億円（1.0%） 
 

衛生費衛生費 
6億4,630万6千円 
（6.3%） 

●分担金及び負担金 6,674万2千円（0.6%） 
●使用料及び手数料 1億6,049万7千円（1.6%） 
●財産収入 1,239万7千円（0.1%） 
●寄付金 20万1千円（0.0%） 
●諸収入  3億4,019万7千円（3.3%） 
 
　　　　　　繰入金  4億7,580万6千円（4.6%） 
 
　　　　　　　　　繰越金 1億円（1.0%） 
 

衛生費 
6億4,630万6千円 
（6.3%） 
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人　件　費 

一般会計一般会計 
当初予算当初予算 

公　債　費 

扶　助　費 

2,551,864
2,406,917

2,314,585 2,224,203

1,829,958 1,876,792 1,874,790 1,868,123

643,480 645,951 638,685 659,942

2,551,864
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1,829,958 1,876,792 1,874,790 1,868,123
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平成平成１７年度年度 平成平成1818年度年度 平成平成１9年度年度 平成平成2020年度年度 
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一般会計 
当初予算 

公　債　費 

扶　助　費 

（単位：千円）（単位：千円） （単位：千円） 

平成１７年度 平成18年度 平成１9年度 平成20年度 

 
予備費予備費 
1千万千万円 
（0.10.1％） 

 
公債費公債費 

1818億6,8126,812万3千円 
（18.018.0％） 

災害復旧事業費災害復旧事業費 
9999万8千円 
（0.00.0％） 

 

義務的経費義務的経費 

補助費等補助費等  
1818億1,5081,508万3千円 
（17.517.5％） 

投資的経費投資的経費 

その他の経費経費 

人件費人件費 
2222億2,4202,420万3千円 
（21.521.5％） 

 
扶助費扶助費 

6億5,9945,994万2千円 
（6.46.4％） 

普通建設事業費普通建設事業費 
1010億3,5113,511万6千円 
（10.010.0％） 

 

積立金積立金 
2億2千円 
（2.02.0％） 

繰出金 
5億3,2503,250万9千円 
（5.15.1％） 

 
予備費 
1千万円 
（0.1％） 

 
公債費 

18億6,812万3千円 
（18.0％） 

災害復旧事業費 
99万8千円 
（0.0％） 

義務的経費 

補助費等  
18億1,508万3千円 
（17.5％） 

投資的経費 

その他の経費 

人件費 
22億2,420万3千円 
（21.5％） 

 
扶助費 

6億5,994万2千円 
（6.4％） 

普通建設事業費 
10億3,511万6千円 
（10.0％） 

 

積立金 
2億2千円 
（2.0％） 

繰出金 
5億3,250万9千円 
（5.1％） 

物件費物件費 
1919億1,3871,387万4千円 
（18.518.5％） 

 

貸付金貸付金 
9,9489,948万円 
（0.90.9％） 

 

物件費 
19億1,387万4千円 
（18.5％） 

 

貸付金 
9,948万円 
（0.9％） 

 

歳出（性質別）

一般会計当初予算額と義務的経費の推移

扶　助　費s高齢者、児童、心身障害者等に対して
行っているさまざまな扶助（援助）に要
する経費のこと。

公　債　費s地方公共団体が借り入れた地方債の元
金と利子の返済に充てる経費のこと。

義務的経費s法令やその性質により支出が義務付け
られている経費のこと。全体に占める
割合が高いほど財政の硬直化を示す。

投資的経費s支出の効果が最終的に資本形成に向け
られる普通建設事業費、災害復旧事業
費などの経費のこと。全体に占める割
合が高いほど歳出の自由度が増してい
るといえる。

平成20年度一般会計予算


